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超高齢社会を迎えて
　近年、医学・医療の目覚しい進歩により、
各種病態に対する診断技術や治療成績の向上
が認められる。その結果、急性疾患はよく制
御されるようになり、疾病構造は急性疾患か
ら慢性疾患へとシフトしている。そうした疾
病のほとんどはがんを始めとする、高血圧、
糖尿病、脂質異常症、肥満症などの生活習慣
病である。死因別に見た疾病の推移をみてみ
ると、戦後すぐは結核などの感染症が上位を
占め、昭和40年には脳血管疾患（主に、脳出
血）が 1位となり、昭和56年からは悪性新生
物、すなわちがんが 1位となり以後右肩上が
りで増加している（図 1）。さらに、最近の
注目する事象として、肺炎が 3位となってお
り、高齢者人口の急速な増加を反映している
と考えられる。こうした変化は、我々を取り
巻く生活環境の整備と相まって、我が国はま
さに超高齢社会（65歳以上の高齢者人口が全
体の21％以上）に突入している（図 2）。ち

なみに2019年 9 月15日の時点で、高齢者人
口は3,588万人（28.4％）であり、内男女別で
は、男性が25.4％、女性が31.3％を占めている。
また、6.8人に 1人がいわゆる後期高齢者（75
歳以上）と言われている。こうした背景には、
平均寿命の延伸があり、2019年の統計では男
性が81.25歳（世界 3 位）、女性（同第 2 位）
が87.32歳であり、世界の最長寿国である（図
3）。以上のような背景から、医療費は年々高
騰を続けており（図 4）、このままでは、わ
が国の誇りとする国民皆保険制度の破綻が危
ぶまれる。
　ここで、最近、健康寿命という概念が登場
した。これは2010年の厚労科学研究費 ｢健康
寿命における将来予測と生活習慣病対策の費
用対効果に関する研究｣ の中で検討され、健
康寿命とは「予防によって、病気に罹らずに
健やかにすごせる期間」となっており、2016
年の報告では男性で72.14歳、女性では74.79
歳と各々平均寿命（2019年）との間で9.11年、
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12.53年の差異がみられる。この差異は2010年
以降やや改善しているが、依然として大きく、
今後の医療によってさらなる短縮が期待され
るところである。
　一方、患者の疾病に対する意識構造にも変
化がみられる。ITなどによる情報の急速な普
及により、予防医学や健康への関心度が増し、
治療選択時の自己決定意識の向上がみられ
る。すなわち、患者の行動意識は“受動”か
ら“能動”へと変化し、患者は価値判断の基
準として生活の質（QOL; Quality of Life）を
重視した医療を求めている。患者は我国の医

療における診断・治療技術の優位性は認める
ものの、医療に対する満足度は決して高くな
いという現実がある１）。近年、患者は個々人
の生き様、即ち、QOLを第一義的に考え、そ
の観点から医療の質の向上を求め、さらには
費用対効果の高い医療を望んでいる。

補完代替医療から統合医療へ
　こうした動きを背景にして、1990年頃から
欧米では補完代替医療（CAM; Complementary 
& Alternative Medicine、通常“カム”と呼ば
れる）という領域が出現した。CAMは「通
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常の医療の領域外の治療法でまだ科学的にそ
の効果（科学的根拠：エビデンス）が証明
されていないもの」と定義されており、１）
手技療法と身体技法（Manipulative & Body-
based Practice）：マッサージ、カイロプラク
ティック、リフレクソロジー、鍼灸など、２）
心身医療（Mind-Body Medicine）：ヨーガ、瞑
想、心理・精神療法、芸術療法、音楽療法な
ど、３）独自の理論体系を持つ医療（Whole 
Medical System）：アーユルベーダー、中国伝
統医学、ホメオパシーなど、４）エネルギー

療法（Energy Medicine）：気功、レイキ、電磁
療法などのほか、最も多用されているものと
して、５）生物学的療法（Biologically Based 
Practices）：ハーブ、サプリメント、特殊食
品に代表されるものがある（図 5）。そこで、
CAMに共通する要因としては、以下のような
項目を挙げることができる。
①�予防こそが最善の医療であるという考え方
で、疾病の予防がCAMにおける究極の目的
であること。
②�現行の医療も基本的には同じであるが、自
然治癒力を引き出そうとすること。
③�現行の医療が専門医による部分的医療であ
るに対して、全人的医療であること。
④�副作用や医療事故が少なく、安全が第一の
治療であること。
⑤�利用者（患者）が積極的にかかわりを持つ
（参加できる）医療であること。
　先ず、CAMが注目されたのは、ハーバード
大学が一般成人を対象として、1992年CAMの
利用率を調査した所、実に33.8％、約6,000万
人の方が何らかのCAMを使用していることが
判明したことに端を発する２）。そして、CAM 
userとしては女性や比較的教育レベルの高い
方が多く、またそのツールとして西洋ハーブ、
カイロ、マッサージなどが多用されていた。
5年後、ハーバードグループにより再調査が
行なわれ、その利用者が42.1％、8300万人と
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さらに増加していることが確認されたことよ
り、米国政府はCAMに対して本腰を入れるよ
うになる３）。
　ハーバード大学の報告を受けて、米国政府
は1992年、NIH（National Institute of Health；
米国国立衛生研究所）の中に代替医療事務局
（OAM；Office of Alternative Medicine）を設置
して、更なる調査を命じた。当初の予算は年
間200万ドルであった。その後、CAMの需要
が確実に増えてきている点に鑑み、1998年、
OAMはNCCAM（National Center of CAM）に
昇格し、予算も年間2,000万ドルとなった。そ
の後、予算は右肩上がりに増加し、2005年に
は 1億2,110万ドルとなっている（図 6）。こ
の経費の3/4以上は臨床研究に投じられてお
り、対象領域も生活習慣病全般に加え多岐に
亘っている。こうした莫大な予算
の計上は将来の医療費削減に対す
る先行投資と位置付けられている。
　さらに、近年、CAMを現代西
洋医療と有機的に融合させた、理
想的な全人的医療体系としての
統合医療（Integrative or Integrated 
Medicine）という概念が提唱され
ている４）。
　一般的に、統合医療とは近代西
洋医学に欠如しつつあると言われ
た全人的要素を加味し、それにエ
ビデンスに担保されたCAMを有機

的に融合させたものと考えられている。しか
し、筆者らはいろいろな統合の組み合わせが
あっても良いと考える。すなわち、“こころ”
と“からだ”との統合であり、“西洋医学”と“東
洋医学”との統合でもあり、また“先端医療”
と“伝統医療”との統合でもある。さらには、
もっと広く、“心身に対する医療”と“環境
も考慮した医療”との統合でもあると考えら
れる（図 7）。
　また、統合医療が目指すベクトルの方向は
予防医療（医学）に向いている。この領域は、
一般社会におられる、メタボリック症候群な
どの生活習慣病予備群の方々やがん治療から
克服して社会復帰されているがんサバイバー
や、今後間違いなく増加するであろう認知機
能の低下しつつある高齢者などが対象とな
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る。これらの多くは現行の医療の領域外（保
険でカバーされない）であり、ここに医療の
手を差し伸べていかなければ、実質的な医療
費の削減へと繋がらないと考える。
　2014年末、NCCAMの名称が変更された。即
ち、CAMの中でAlternativeがなくなり、その代
わりIntegrativeとなり、MedicineからHealthとな
り、NCCIH（National Center for Complementary 
& Integrative Health）となって新たなスタート
を切った。こうした変化は医療の中で補完
（Complementary）的な枠組みを拡げるとと
もに、現行の医療と統合（Integrative）させ、
しかも医療・医学（Medicine）の領域から予
防医療を含む、もっと広い領域（Health）に
展開しようという意図がみえる。

近代西洋医学の落とし穴
　こうした流れの一方で、今日の近代西洋医
学はますます細分化され専門化されており、
その結果、全体像がみえない、いわゆる“木
を見て森を見ず“の状況が懸念される。また、
慢性疾患を有する患者は複数の診療科に掛
かっていることが多く、責任が分散し各診療
科どうしの連携が悪くなっている点が指摘さ
れている。特に、心の問題がおろそかにされ
ているとも言われている。こうした状況が悪
循環に入っていくと、最終的には医療不信へ
と陥ることになる。
　疾病構造の変遷に話を戻すと、戦後すぐの
状況下で死亡原因の上位を占めていた、肺炎
や結核などの感染症や栄養障害は、各々の原
因が除かれれば疾病が治るといった単純系で
あったのに対して、昨今の生活習慣病は、身
体的要因のみならず、環境的、心理的、社会的、
経済的要因などが複雑に絡まりあう複雑系で
ある。従って、ひとつの要因だけを除いても、
疾病は改善することなく、現行の医療体系で
は自ずと限界がある。また、こうした慢性疾
患に対して行われる現行医療はその多くが対
症療法であり、根治療法ではない。かつて、
患者は降圧剤や血糖降下剤の投与を受け、血
圧が下がり、血糖が下がって病気が治ったも
のと安心（錯覚）していたが、服用を止める
と症状が再燃することから一生服薬を続けな

ければならないことに気付くことになる。す
なわち、生活習慣病は基本的には治らない訳
で、食事、運動、睡眠について好ましくない
ライフスタイル（生活習慣）を根本的に改善
しない限り、薬剤を減らしたり止めることは
できない。患者にとって、こうした気付きは
毎日の生活を送っている中では、多少意識し
ていたとしてもほとんどは放置してしまうこ
とになる。

東日本大震災がもたらしたもの
　ここで、統合医療にとって、一つの大きな
転機となったのは、2011年 3 月11日に起こっ
た東日本大震災であった。これは1995年の阪
神淡路大震災と全く様相を異にしていた。外
傷者はほとんどなく、あったとしても津波で
命を失った。被害が広域に亘っていて、かつ
医療過疎の高齢者社会を直撃したものであ
り、慢性疾患を有する多くの高齢者が取り残
された。さらに、我々がかつてこれまで経験
したことのない、津波や目に見えない原発事
故が究極のストレス状態をもたらした。慢性
疾患を有する多くの高齢者は薬がしばらく届
かず、体調が悪化した。しかし、しばらくし
て薬剤が届いても一向に症状の改善はみられ
ず、さらに不安をあおる結果となった。この
ように交感神経系に過度な緊張が起こると全
く薬剤が効かないことが示され、またライフ
ラインが断たれると現行の医療が機能しない
ことも判明し、近代西洋医学万能説が覆った
とも言われた。そうした中で、鍼灸、漢方、
アロマセラピー、ヨーガや心のケアの各チー
ムが現地入りし、直接、肌と肌を触れ合うこ
とにより、交感神経の緊張が徐々にほぐれて
いき、しばらくして薬剤の効果が認められ
るようになったことより、統合医療的なアプ
ローチの重要性がクローズアップした。ここ
ろとからだはまさに一体（心身一如）なのだ
ということが再認識された訳である。
　その後、この大震災の経験は個々人の価値
観や人生観に変容をもたらし、自分の健康は
自分で管理しようというセルフケアの意識が
芽生えた。また、エネルギーを使わなくても
対応できるエコロジーの必要性も叫ばれた。
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さらに、諸々のストレス下におかれた慢性疾
患を有する、特に高齢者に対しては、心身医
療の重要性が浮上した。
　政府もこうした状況を受けて、統合医療に
対して本腰を入れることになり、2012年 3 月
から 1年にわたって、厚生労働省の呼びかけ
で、「統合医療」のあり方に関する検討会が
計 5回開催された５）。国主導で一般公開の下、
統合医療を真っ向から取り上げ、統合医療と
は何か、またその位置付けについて議論した
という意味で意義のあるものとなった。ここ
では統合医療を、「近代西洋医学を前提とし
て、これにCAMや伝統医学等を組み合わせて
更にQOLを向上させる医療であり、医師主導
で行うものであって、場合により多職種が協
働して行うもの」と位置付けている。しかし、
この検討会では、最後に、そもそも医療とは
誰のためのものであり、今後の医療はどうあ
るべきかといった本質論に至ったことは興味
深い。そして、これを受けて、現在、統合医
療に関する正しい情報をデータベース化して
国民に正しく発信していくプロジェクトが始
まっている。この情報は現在も継続して行わ
れており、国立研究開発法人 国立長寿研究
センターのホームページの「統合医療」情報
発信サイトに掲載されている。
　また、公的な研究助成は2015年から、各省
庁からの縦割りで行われていた研究費が一括
して、国立研究開発法人日本医療研究開発機
構（AMED；Japan Agency for Medical Research 
and Development）が管轄することとなった。
AMEDの下で統合医療というカテゴリーが設
けられ、統合医療に関する研究費が一気に10
倍に跳ね上がった。そして、この新しい枠組
みの中で、統合医療に関する臨床研究を推し
進め、その結果をエビデンスレベルに基づい
て医療の現場に還元していくことが求められ
ている。
　さらに、2016年 2 月、厚生労働省医政局に
統合医療に関する窓口となる統合医療企画調
整室が開設されたことは注目に値する。

2025年問題
　作家の堺屋太一氏が1976年に出版した“団

塊の世代”（1947（S.22）～1949（S.24）年頃
に生まれた第一次ベビーブーム世代、約680
万人）は、同世代の人々がリタイヤー後の高
齢化に係る様々な問題を予測した近未来小説
であり、当時100万部を売り上げるベストセ
ラーとなった。この小説はその中で将来来る
であろう、年金や医療などの社会保障制度危
機を取り上げており、高齢者の介護・医療に
対する先駆け的な存在となった。
　近年、本邦では、急速に増加する高齢者の
一般病院への長期入院が問題視されており、
一方では介護を必要とする高齢者の長期療養
する場としての体制が十分ではないといった
背景から、2000年に介護保険法が実施された。
　2003年、高齢者介護研究会（厚労省老健局
長の私的研究会）は、いわゆる団塊の世代が
2015年には全員65歳以上になり、介護を受け
る頻度が増加するとの観点から、求められる
高齢者介護について報告書（『2015年の高齢
者介護』）を提出した。この中で、医療、介護、
生活支援等を連携させた“地域包括ケアシス
テム”の概念が政策方針として提言された。
ここで、地域包括ケアとは、重度な要介護状
態となっても、住み慣れた地域で自分らしい
暮らしを人生の最後まで続けることが出来る
ように、住まい・医療・介護・予防・生活支
援が一体的に提供されことを意味する。
　2014年 6 月には、地域における医療及び介
護の総合的な確保を推進するための関係法律
の整備などに関する法律、すなわち医療介護
総合確保推進法が公布された。医療法関係は
同年10月以降に、また介護保険法関係は2015
年 4 月以降に順次施行となった。
　その後の介護保険制度改正により、「地域
包括支援センター」が制度化され、介護療養
病床の廃止に対応するための「地域ケア整備
指針」の策定が義務付けられた。こうした政
策により、地域包括ケアシステム構築への政
策方針が具体化していった。
　さて、その後の平均寿命の延伸とともに、
この団塊の世代の人々が、2025年にはすべて
75歳以上（後期高齢者）となり、医療や介護
に係る社会保障費がさらに増大し、それらに
対する政策のさらなる転換が迫られることに
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なり、2025年問題と言われる所以である。

キューバのプライマリーケアから学ぶ
もの
　さて、日本統合医療学会では以前から、
キューバの医療システムに注目してきた。
キューバでは、1984年、導入されたファミ
リードクター（家庭医）制度のもと、医療は
フリーアクセスであったが、1991年にこれま
で支援を受けていたソビエト連邦が崩壊する
と、これまでにない経済衰退と深刻な物資不
足により国家存亡の危機に陥った。キューバ
政府は医療関係者を世界に派遣し、今後の医
療体制をどうするか情報収集を行った。その
結果、急性期中心の医療から予防医療と健康
増進へと軸足を向けることになった。そこで、
プライマリーケアや日常の予防医療に重点を
置き、さらにはエコ医療としての伝統自然医
療（TRM）に注目し、持続可能な医療システ
ムの構築を目指した。
　その結果、キューバは平均寿命が78歳と先
進国なみで、乳児死亡率は4.6とアメリカの6.6
を下回っている。社会主義のキューバとは医
療制度が異なるため、一概に比較はできない
が、一人当たりの医療費は日本の1/3、アメ
リカの約1/8である（図 8）。
　さて、キューバの医療は整然としたピラ
ミッド型のヘルスケアシステムである（図 9）。
　その根底にはコンスルトリオというコミュ
ニティの診療所があり、スタッフはドクター
1名とナースが 1名だけであり、この 2名で
600－800人（120－180家族）の住人の健康管
理のみならず公衆衛生的な啓発を行い地域に
根差した予防医療を担っている。コンスルト
リオで対応が難しい場合には、診断機器や
ちょっとした手術室も備えたポリクリニカ
（地区総合診療所）に送られる。ここには15
人ほどのドクターが常置していて、医療の中
心的な役割を担っている。ほとんどの疾病は
このポリクリニカで対応されるが、住民の健
康管理、医学生の実習、家庭医の卒後教育、
などの対応病院として機能している。さら
に、キューバでよく遭遇するハリケーンなど
の自然災害時には、すぐに対応できるように

ポリクリニカ単位で常に訓練されている。な
お、キューバでは、スペイン植民地時代から、
薬草、ホメオパシー、温熱療法、鍼灸、気功
やタラソテラピーといったTRMを積極的に取
り入れており、これらを国策として取り組
んでいる。WHOによれば、こうしたTRMや
CAMにおける臨床、教育、研究のすべてに国
家予算を投じ、近代西洋医学とともに統合医
療を展開しているのはキューバだけであると
言明している。さらにポリクリニカで手にお
えない場合には、上位の市町村や州の病院あ
るいは大学病院などの高次機能病院（医科大
学は24校）に送られる。キューバでは医療費
はすべて無料であるが、日本のようにちょっ
とした疾病では総合病院には行けない仕組み
になっている。また、キューバは亜熱帯に区
分され、特有の感染症多発地域であることも
あって、バイオの技術が大変進んでいて、多
くのワクチンや医薬品を製造しており、南米、
アフリカへ向けてラテンアメリカ最大の医薬
品輸出国である。
　以上のように、キューバはプライマリーケ
アの先進国であることに加えて、災害国でも
あり災害医療に力を入れている。キューバは
ハリケーンの銀座通りといわれるように、毎
年、相当の被害を被っているが、人的被害は
最小限にとどまる。これは常に、定期的な災
害訓練を行い有事に備えていることと、住民
一人一人の災害に対する意識が高く、さらに
各コミュニティーに家庭医がいて迅速に対応
することがその理由として挙げられる。こう
した経験を生かして、キューバは海外での有
事の際にはチームとして派遣する災害医療を
ビジネスとして展開している。
　以上のように、キューバと日本は高齢社会
であることと災害国であるという、共通の課
題を保有している点から、2017年 7 月に生体
エネルギー自然療法学会（BIONAT）と日本
統合医療学会との間で学術交流のための調印
式を行い、続いて東京と京都で第 1回の日玖
統合医療シンポジウムを開催した。2018年は
3年に一度のBIONATの学術大会がハバナで 9
月に開催され、日本の学会員が参加して日本
の統合医療の状況を紹介した。
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　今後、我が国が2025年問題にむけて、理想
的な地域包括ケアシステムを展開していくに
あたり、キューバのプライマリケアシステム
が大いに参考になると思われる。

これからの医療が変わろうとしている！
これからの医療はいかにあるべきか？
　現行の医療体系の中において、生活習慣病
における病態は各種要因が相互に関連する複
雑系であり、近代西洋医学だけでは自ずと限
界があることは既に述べた。われわれはこれ
まで、現行の西洋医療（保険医療）では対
応できない、あるいは一部が可能であって
も、効果が期待できない病態に対して、複数
のCAMを組み合わせた統合医療的アプローチ

を駆使した臨床試験を大阪大学医学部付属病
院にて進めてきた。一例を挙げると、2005年
4 月に起こったJR福知山線脱線事故での被災
者を対象とした臨床試験であり、9年前から
始め、2015年で一応終了した。その間、三次
研究までを実施した。試験を始めた2011年当
時、被災者の方々は、症状はすでに固定して
いたが、多くの方は心的外傷後ストレス障害
（PTSD）を合併しており、かつ身体的症状も
含め、さまざまな後遺障害を有していた。第
一次研究では、CAMのツールとして、精神科
医や臨床心理士によるカウセリング、鍼灸師
により鍼治療、セラピストによるアロマセラ
ピーを導入し、これらが安全に実施できるか
どうかを検討したところ、臨床実施期間であ
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る 2 ヶ月半の間（週 1回を10回）、全員が有
害事象なく参加する事が可能であった６）。第
二次研究ではさらに、PTSDに対する介入と
位置づけ、鍼灸、アロマに加えてヨーガ療法
を新たに導入した。ヨーガにおける瞑想の効
果がみられた。また、心身の痛みに対しては
鍼灸の通電により効果がみられたこと、また
アロマではPTSDを有する被災者では自律神
経機能がトータルに低下しており、副交感神
経系のみならず交感神経系を賦活する必要
があることを見出した７）。第三次研究ではそ
の効果を客観的に検証すべく、脳波検査を
前後で実施し、脳内電流密度源（CDS）の分
布を三次元画像に表示する、新たなソフト
（LORETA）による解析を行った。その結果、
瞑想により安静閉眼時脳波において、左下頭
頂葉（IPL）のガンマ帯域のCSDの有意な上
昇がみとめられ、ものごとを客観視する能力
が培われるのではないかと考えられた８）。臨
床試験終了後もフォローしているが、介入が
終了するとまたもとの状態に戻っていくこと
がみられ、日々のセルフケア実施の重要性が
示唆された。こうした経験を踏まえ、われわ
れはその後、難治性の慢性疼痛を有する線維
筋痛症に対する、統合医療的アプローチによ
る臨床試験を開始した。
　以上のように、現行の医療では保険の縛り
もあり、対応できない病態、すなわち、前述
したような、PTSD、メタボ、ロコモ、さら
には認知機能低下など多く存在する。
　ところで、昨年末から、想定外の新たな感
染症、新型コロナウイルス（Covid-19）が出
現した。中国武漢市に端を発し、あっという
間に世界に拡散しパンデミックを引き起こし
た。我が国も例にもれず、4月16日に緊急事
態宣言がなされ、その後解除されたが、現在、
第 2波によると思われる感染者の急速な増加
が認められている。本ウイルスは我々人類が
これまでに曝されたことのない新たな感染病
原体であり、我々の生体は防御免疫を有して
いない。感染ルートは主に飛沫ならびにエア
ロゾルの吸入によるもので、標的臓器は肺で
あり、重症例では間質性肺炎による呼吸不全
が命取りになる。しかしながら、一方で80％

と多くは軽症から不顕性までであるが、感染
力が強い特徴がある。多くの報告から、高齢
者や喫煙者、糖尿病などの基礎疾患を有する
方が犠牲になっているとされる。ワクチンな
らびに特異的な治療法のない現状では、感染
予防と自己の基礎免疫能を引き上げることが
肝要である。特に、後者は感染を受けても水
際のところで、自然免疫による防御能を発揮
させようとするものである。ここでは、我々
の生体が保有する自然治癒力を引き出すとさ
れる、種々の統合医療的なアプローチによる
効果が期待されるところである。
　さて、20世紀は単純系の疾患に対する、
Cureを目指した「病院完結型」の医療であっ
た。しかし、21世紀に入って疾病構造が複雑
系に変化し、Careを目指した「地域完結型」
医療へとパラダイムシフトしている（図10）。
そこで、新たな医療体系の構築が必要である。
統合医療は現行の医療とCAMを融合させた、
これからの医療の方向性を示す一つの医療体
系と考えられている。統合医療の実施にあた
り、医師主導ではあるが、多種職の医療プロ
フェッショナルと協同し、全人的かつ集学的
なチーム医療体制で疾病に対応しようとする
医療モデルと地域のコミュニティーが主体と
なってQOLの向上を目的とした社会モデルと
の両面で検討し、その上で相互に連携した新
たなコンソーシアムの創生が必要となる（図
11）。
　最後に、我々は欧米の統合医療的な医療の
枠組みやアプローチをそのまま踏襲するので
はなく、臨床研究を通じてエビデンスを構築
し、我が国の風土に合った日本型の統合医療
を開発していくことが求められている。
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